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論文
ピグー『失業の理論』を巡って＊
?
江
?
要約
ピグーの「失業の理論」は、ケインズ「一般理論」において厳しい批判を受けることになった。ケイン
ズの諸批判のうち、本論においては主に二つの批判点を対象にする。ひとつは、労働供給関数に関するも
のである。この点については、今日の時点からすればケインズの批判は正鵠をえていない。しかし、 1936
年の段階で言えば、ピグーの著書は労働供給関数についての明確な説明を欠いていたことも確かである。
もう一つは、投資の乗数効果に関するものである。投汽が乗数効果をもつかどうかは、マクロ経済に関す
る理論的な枠組みに依存する。「古典派」的な枠組みに基づくピグーの考え方に従えば、乗数効果はゼロで
あるとするピグーの主張は論理的に正しい。しかし、同じく「古典派」的な仮定であっても、消既関数の
如何によっては乗数効果は有効であるという結論も甜ける。最後に、ケインズ自身はピグーの「仮定」と
して受容しているものであるが、それはピグーにとっては「不要な仮定」（と私が思うもの）について取り
上げる。
キーワード：ピグー：実質買金率：労働供給関数：労働需要の弾力性：貨幣数凪説：消費関数；古典
派の二分法：投資乗数
経済学文献季報分類番号： 02-25 : 02-41 : 03-48 
1 • はじめに
ケインズは「一般理論」 ([11])第19章の終わりに「ピグー教授の「失業の理論」」という表題で
補論を追加した。補論の最後にケインズは
「私はピグー教授の失業の理論を長々と批判した。それは、彼が古典派の他の経済学者よりもより多くの批判の
余地をもっているように見えるからではなく、彼の理論が古典派の失業理論を正確に記述しようとした私の知る唯
ーの試みだからである。かくして、これまでに提示されたものの中で最もがっちりとした形で述べられたこの理論
に対して、反対論を提起することが私の資任であったのである。」（塩野谷祐一訳、東洋経済新報社、 1983年。下線
は筆者によるもの。）
と記した。
本論はピグーの「失業の理論」を解説することを目的にするものではなく、上述のような意図を
＊本研究は平成12年度関西大学国内研修貝研修既によって行った。
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もってなされたケインズのピグーに対する批判がはたして妥当なものであったかどうか、それを確
かめることにある。
「失業の理論」に対するいくつかの書評の中で、ケインズの批判は最も厳しいものである。そこ
においてケインズが取り上げた問題を分類すれば次のようになるだろう。 (i)ピグーの労働供給関
数の問題、 (ii)投資の乗数効果の問題、そして (ii) ピグーの理論と政策との整合性の問題。
本論は、上の三つの問題のうちの主に最初の二つを取り上げる。そしてもうひとつ、ケインズが
「ピグーの仮定」と見なした式、すなわち「x+y = rt, (x)」（ピグー [15]p.90)の妥当性の問題を
取り上げる。
2. 主な記号
本論には多くの記号が現れるが、それらの中には節によって意味の違う記号もある。そこで、本
論の全体を通じて同じ意味をもつ重要な記号のみをあらかじめ掲載しておいた方が便利であろう。
X : 消費財部門の雁用 y: 投資財部門の雇用
p : 消費財の価格 q : 投資財の価格
F(x) : 消費財の生産批 G(y) : 投資財の生産龍
V=pF(x) +qG(y) : 名目国民所得 v=V/J1: 消費財で測った実質国民所得
w: 貨幣賃金率 w=~VIP: 実質賃金率
M: 名目貨幣供給 £: 利子率
z=x+y: 総雁用批 Q(z) : 労働供給関数（の逆関数）
1'=q/p : 投資財の相対価格
3. 分析の基本的な枠組み：《モデルーB》
まず最初に、本論全体を通じての分析の枠組みを設定しておこう。その第1は、短期分析である
ということである。ピグーの『失業の理論」は短期分析である。そこにおける「短期」の意味は、
マーシャル以来のケンプリッジ学派の定義に従ったものであり、その点ではケインズも変わりはな
い。ピグーは「短期」という用語を次のように定義している。
the short period: a period such that, in respect of it, over the field of any particular investiga-
tion, industrial equipment, both in form and quantity, may properly be regarded as more or 
less fixed. ([15] pp.39-40. p.88にも同じ意味のことが記されている。）
当然のようなことをあえて記したのは、用語の混乱をあらかじめ避けるためである。期待が現実
と一致するかどうかによって短期と長期とを区分する論者もあるが、ここでの定義、あるいはケン
プリッジの伝統的な定義、は期待とは関係がない。
?
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第2に、本論においてはある一つの経済を仮定し、外国との取引はないものとする。さらにこの
経済は消費財部門と投資財部門とから成り立っているものとする。この仮定はケインズに倣ったも
のである。ピグー自身は外国との取引を考慮し、また消費財の代わりに賃金財、投資財の代わりに
非賃金財、という用語を用いているが、われわれの仮定によってピグーの理論を歪めて解釈する恐
れはないはずである。
第3に、財市場の完全競争を仮定し、企業は利潤極大化行動をとるものとする。その結果として、
ケインズの言う「古典派の第 l公準」が成立しているものとする。なお、ピグーは不完全競争の場
合についても考察しているが、この部分は本論の対象から省かれる。第4に、二つの財市場におい
ては短期の均衡が成立しているものとする。
以上の諸仮定を定式化すれば次の(1)---(5)式からなる連立方程式が出来上がる。
〈モデルーB》
(1) v=F(x) + rG(y) 
(2) 細 +a=F(x):F'>O, F"<O 
(3) h(p)+b=G(y): G'>O, G"く0, h'<O 
(4) F'(x)=w 
(5) rG'(y) = w 
上のそれぞれの式の意味について簡単な説明を加えよう。 (1)式は消費財で測った実質国民所得の
定義式である。 (2)式は消費財市場の均衡式であり、右辺の Fは消費財の生産関数、そして左辺は消
費関数を表す。この消牲関数は一つの仮定であるが、後の説明の便宜上、それを次の [A-zw]式と
して表しておく。そこでは、賃金所得はすべて消費に支出されるという古典派的な仮定がおかれて
おり、また aは資本家による独立的な消費と見なされる。
[A-zw] C=細 +a
投資財の需給均衡式は(3)式である。 bは独立的な投資、 hは投資関数、 Gは投資財の生産関数、そ
して pは予想収益率を表す。 (4)および(5)式は、それぞれ消費財産業および投資財産業において労働
の限界生産力が実質賃金率に等しいことを表す。
次に、このモデルの性格について述べよう。まず、このモデルは実物経済 (realeconomy)のモ
デルであり、貨幣は登場していない。そうなると財の測定単位に注意しなければならないが（たと
えばpの測定単位は何かという問題が生じる）、それは不便である。そこで、このモデルにおいては
価値尺度（計算単位）としての機能のみを持つ「貨幣」の存在を仮定しておこう。（このような仮定
をおくのも、われわれの関心は実物経済そのものにあるわけではないからである。）
?
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このモデルにおいては実質賃金率はすでに与えられたもの（＝既知数）として取り扱われる。し
かし、後にはこの仮定を外した場合も考察する。また、予想収益率が内生変数となっていることに
は説明が必要であるが、この点も後に触れることにして、この節ではもう一つ条件を追加する。す
なわち、予想収益率が利子率に等しい点で投資水準は決定されるものとする。これは、「p=i」とす
ることに等しい。こうして形式的には未知数の数と式の数が一致しているから、モデルは完結して
いる。既知数と未知数の区別は次のとおりである。
既知数： a, b, w : 未知数： v, x, y, r, p 
このモデルには解が存在すること証明しておこう。まず計算の簡単化のために、内生変数5個の
うちで vを別個に取り扱うことにする。内生変数x,y, rおよびi(=p)の値が決まれば(1)式によ
って vも決定する。こうして(2)-..(5)式を全微分すれば、次の式がえられる。
(6) A1,u=e 
ここにおいて uおよびeは、
u, = (dx dy dr di) , 
e,= (zdw+da db dw dw) 
であり、心は下に示される各要素から成り立つ行列である。
0 -w O 0 
0 G'0 -h' 
F" 0 0 0 
0 rG" G'0 
上の行列 AHの行列式をふiとすれば、 .lH=-wh'G'F" (<O)であることは容易にわかる。したが
って、モデル〈B〉は解を持つ。このとき、 at/aj(t=x,y, r, i:j=a, b, w)の値を求めるこ
とができる。それらは第 1表に掲載されている。ただし、同表においてグは次の式で与えられる。
a= CG" I (G')2-1 (<O) 
?
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~ oa ab aw 値 符号 値 符号 値 符号
ax ゜ ゜ 1/ F" ay -1/w •• • ゜ -z/w or rG"/(wG') ゜ (rzG" + w) I (wG') ？ ai -1/(rh') ＋ -1/lz' ＋ -z/ (rlz') ＋ ----.. --疇................ ・・-------- - - .. 鴫• 一囀.--.. --・-----------・--------疇--
av 〇‘ ゜ F'/ F"+ G/G'+za ？ 
4 • Klausingerのモデル：〈モデルーK》
ピグーの「失業の理論」を理解するにはKlausinger([13])による詳細なモデル分析が便利であ
る。 Klausingerのモデルは「失業の理論Jそのものをモデル化したものではなく、「失業の理論Jを
含めてピグーの一連の著作を検討した結果として、マクロ経済に関するピグーの考え方をモデル化
したものである。
ピグーは「失業の理論Jの序文において、貨幣経済の分析と実物経済の分析とを二つに分けて、
そのどちらから分析を始めても同じ結論に至ることを述べているが、これは言うまでもなく貨幣数
菌説を前提としたものである。しかし貨幣導入の問題は後回しにして、まずKlausingerに従って、
この節では貨幣を導入しない実物経済のモデルを取り上げよう。
Klausingerによる実物経済のモデルは前節の(2).. (5)式と次の(6)式とによって構成される。これを
〈モデルーk〉としよう。これが前節のモデル〈B〉と違うところは「p=i」の代わりに(6)式が用い
られている点だけである。そして内生変数は〈B〉と同じx,y, r, iおよびpである。
(6) { (I-8)/r+8}p=i 
ピグーは [17]の中で、投資は予想収益に基づいて行われることを述べている。従って、投資関
数が(3)式の h(p)のように表現されることに問題はないとして、投資水準はどんな基準によって決定
されるか。モデル〈B〉では、その基準は「p=i」であった。これに代わる基準が(6)式である。上
の式において 0は経済全体の生産額のうちの投資財生産額のウェイトであり、 1-8は消費財生産
額のウェイトである。そして Klausingerは左辺の値を「（消費財と投資財の）合成商品によって測
った」投資収益 ([13],p.53)と呼んでいる。従って(6)式は、経済全体としての予想収益率が利子率
に等しいことを表すものである。
以上がKlausingerによって提示されたピグーの実物経済のモデルである。「失業の理論」は、本
文313ページの著書のうちの前半182ページにおいて実物経済を取り扱っており、貨幣経済を取り上
げているのは後半の131ページである。そして、ピグーによれば貨幣を導入しても実物経済には何の
影唇も与えない。従って、上の二つのそれぞれのモデルから導かれる帰結は貨幣の存在によって影
?
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密を受けないものである。このことは第8節の第2表によって確かめることができる。
5. ひとつの疑問点
ところで(6)式を用いることよって二つのモデルの性格にはどのような違いが生じるだろうか。モ
デルの性格を前節と同じように at/ajの符号によって調べるならば、両者の間には違いはない。た
だし、モデル〈k〉では pの値が必ずしも iに一致しなくなることは言うまでもない。
(6)式は Klausingerによって定式化されたものであって、ピグー自身によるものではない。また、
(6)式は一つの表現の仕方であって、他にも表現の仕方があることを Klausinger自身が注記してい
る([13],p.68, 注6)。もう一度(6)式の左辺に戻るなら、そこおける 0とpは無名数である。もし
そうでなければ、右辺の iは無名数であるから測定単位に矛盾が生じる。また rは相対価格である
から、これには測定単位が付随している。たとえば、消喪財が「トン」の単位であり、投資財が「台」
の単位であるとすれば、「r台／トン」という測定単位が付く。そうなると「(1-0)/r+O」にはど
んな単位が付くのか、意味不明となる。
実は同論文には同じ意味で疑問のある式が他にも見られる ([13],p.59)。
P=(l-J)Pw+J.Pn 
としているのがそれである。ここに 1は無名数、 Pwは消費財（賃金財）の価格、凡は投資財（非賃
金財）の価格である。ここでも Pwと凡とは測定単位が違うから、単純に加重平均を求めることはで
きないはずである。
かくして、われわれは(6)式の利用を回避するために、モデル〈k〉の代わりに〈B〉を用いるこ
とによってピグーの理論を跡付けることにしよう。
6. 労働供給曲線
あまりにもよく知られていることではあるが、ケインズは「一般理論」第 1章における最初のペ
ージの脚注に、リカード経済学の踏製者をもって古典派と定義した。そして、そこにはマーシャル
もピグーも含められる、とした。さらにケインズは同書の第2章において古典派が依拠する二つの
公準を提示した。その第2公準が労働供給関数に関わるものであって、これは労働の供給関数が実
質賃金率の増加関数となることを意味している。
ケインズの定義に従えば、マーシャルが古典派に含められることには問題はない。マーシャルは
確かに「経済学原理」の中で第2公準と同じ内容のことを述べているからである ([14],特に p.
141)。
しかしピグーの場合はどうであろうか。「失業の理論」には労働供給関数についの明確な説明がな
ぃ。ということは、労働供給関数についてはピグーはマーシャルの理論に従っているのであろう。
?
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ケインズがそう解釈したとしてもやむをえないだろ
う。
その後、ピグーがケインズに対して送った1937年
の手紙には第 1図における Q曲線のような労働供
給曲線が描かれてあった ([12],p.54)。同図には横
軸に水平な直線ABが引かれているが、これが現在
の実質賃金率の高さを表す。この図の説明について
はCottrell([3], p.687)がわかり易い。
第 1図 ピグーの労働供給曲線
実質H金
?
?
Q曲線
,B 
I 
I 
＇ I 
I 
d ＇ 
I 
N 労働供給
The vertical portion of the schedule represents an aggregate volume of labour available 
that is independent of the real wage, so long as the latter reaches some required minimum. 
……The horizontal portion represents the minimum real wage that is acceptable to the 
workpeople at any time(that is, that for which they are supposed to "stipulate"). (イタリッ
クはCottrellによるもの。）
この図は、労働の供給が実質買金率の関数である点では古典派と同じであるが、実質賃金率が硬
直的である点で古典派とは異なる。ここに至ってピグーの労働供給関数を組み込んだマクロ経済の
モデルが、実はモデル〈B〉であることがわかる。そこでは実質貨金率 wは定数と見なされている。
労働供給関数については後にも一度ならず取り上げるので、ここでまた説明の便宜上、次の仮定
を [A-rw] としておく。
[A-rw] 労働供給は実質賃金率の関数である。
7. 労働需要の弾力性
前節に述べたように実質賃金率が与えられたものであるとすれば、雇用の大きさを決めるものは
直接的には労働需要関数である。
At first blush, it is natural to add that the quantity of employment is equal to the quantity 
of labour demanded. (Pigou [15], p.9) 
例えば、二つの部門の合計としての労働濡要関数が第 1図の dd曲線であるとすれば、この曲線と
AB曲線との交点において屈用が決定する。そして、この場合には（非自発的）失業が生じることに
なる。ピグーは完全雁用を前提にしている、とするケインズの主張は、この点では誤りであるとい
?
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うことになる。
「失業の理論」における主なねらいの一つは、経済全体としての労働需要の実質賃金率に対する
弾力性を求めることにある。それは実質賃金率の変化によって雇用獄がどれほど大きな変化を受け
るかを示す指標となるからである。「失業の理論」を最も手短に要約すれば、労働需要の弾力性の計
算である。ピグーは様々な条件の下で繰り返し労働需要の弾力性を求めているが、これについては
Klausinger ([13])の説明に任せよう。ケインズは「一般理論」の中で、最近の数理経済学という
のは "mereconcoctions" ([11], p.298)にすぎない、とシニカルに述べているが、暗にピグーの
「失業の理論jを指していたのかもしれない。
ここでは、ケインズのコメントに関連して一つだけ弾力性の値を求めておく。いま、実質賃金率
に対する経済全体としての労働需要の弾力性をEwで表すならば、
(7) Ew= (dz/z)/(dw/w) = (dz/dw)・(w/z)
と定義される。従って Ewを計算するにはモデル〈B〉から (dz/dw)を求めればよい。この値は第
1表に示されているので、それを(7)式に代入すれば
(8) Ew = (dz/ dw)・(w/z) =w/ (F"z) -I (<O) 
がえられる。念のために記せば、これはKlausingerのez.vと全く同じ値である ([13],p.55)。
8 • 「x+y= </,(x)」の問題
ここまでの弾力性の計算はいいとして、私の疑問は、なぜピグーは(7)式の弾力性を計算するに当
たって「x+y= </,(x)」([15],p.90)という関係式を用いたのか、ということである。即ち、ピグー
は全雇用凪が消費財部門の雇用醤の関数（あるいは、「消費財部門の雇用凪は全雇用鼠の関数」……
ケインズ[11],p.273)であると見なしているいるわけである。なぜそうなるのか、説明はない。ヶ
インズはこれをピグーの仮定であるとしている。もしこの仮定を用いるなら、ピグーが示している
ように ([15],p.90) 
(9) Ew=(c/,'/c/,)• (F'/F") 
となることは間違いない。
ケインズは上の関数q,(x)をケインズ自身の雇用乗数と関連させているが、この仮定そのものに
疑問を呈したわけではない。また、「一般理論」第19章の補論を理解するためのガイドを書いた
Cottrell ([ 3])もピグーの仮定をそのまま援用して解説している。しかし、たとえ仮定であるにし
?
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ても、それが他の仮定と矛盾しないかどうか、その点は点検しておく必要があるだろう。
いま、モデル〈B〉から xおよびyの均衡値を求めるなら
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x=x(a, b, w), y=y(a, b, w) 
と書けることは明らかである。そこで、上の二つの式から W を消去すれば
y=~(x, a, b) 
という関数関係がえられるであろう。これはピグーの「x+y = </, (x)」という式の変形と見なすこと
ができる。ただし、この場合には、第1表からわかるように aが変化しても Xは変化しないでyの
みが変化するから、 t(x, a, b)はXの一価の関数ではない。言い換えれば、 X とyとの関係はユ
ニークには決まらない。従って、モデルの整合性という観点から言えば、この仮定は省くべきであ
る。
9. 乗数の問題：〈モデルーP》
前節までの分析には「取引需要」としての機能をもつ貨幣は存在しなかった。この辺で貨幣を明
示的に導入しよう。貨幣需要に関するピグーの考えは
[A-kV] 貨幣に対する需要は k(i)Vとして表される。
というものである ([16],p.409)。したがって、貨幣市場の均衡は
0) M=k(i) V: k'= dk/di<O 
となる。ここにおける k(i)はマーシャルのKであり、それは利子率の関数とされる。
さて、モデル〈B〉に (10)式を追加することによってピグーのマクロ経済のモデルは完成する。
これを〈モデルーP〉としよう。これをモデル〈B〉と比較したとき、式の数が一個増加し、同時
に内生変数も一個増加している。新しい内生変数はPである（それによって Vの値も確定する）。
確認するならば、本論においてピグーの貨幣経済のモデルが〈モデルーP〉であり、ピグーの実物
経済のモデルが〈B〉である。そして〈B〉は〈P〉のサプ・モデルとなっている。
ここでモデル〈P〉の性格を調べよう。そのために at/ajを計算するならば、第2表がえられる。
同表からわかるように、このモデルにおいてはいわゆる「古典派の二分法」 (dichotomy)が成立し
ている。しかも、ピグーが主張するように、この経済には投資乗数が働かない ([15],p.75, p.143 
，?
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第2表改/ajの値
a ab ow 
第 1表に同じ
aM 
一
゜゜
゜゜ap (.) -k'p/(klz'} (くo> I < .. > 1/(kv)(>O) . ~ ぅ~-. "T~-;;,-,F:0·;i":z· ~-, > 0). r .-. ・o・.... ・r-, ・; ~-~. >r ..... ・o--. -. -
(•) =-F"{rkph'G*+k'V(G')2}/(kv心）＞〇
(• •) = [kph'{ w (F'G'+ F"G) -rzF"Gりー zk'F"V(G')可/(k心）
(• • •) = h'{ rzF"G• -w (F'G'+ F"G)} /れ
ただし、 c•= (G')2-G"G(>O) 
f)。なぜ投資乗数が働かないか。この原因については後の節で考えることにする。
10. 古典派の場合：〈モデルーC〉
ここで古典派というのは、ケインズの言う第1公準と第2公準とを共に満たし、貨幣数祉説を主
張する学派を指す。その点から言えば、厳密にはピグーは必ずしも古典派とは言えないかもしれな
い。第2公準を仮定していないからである。他方、 Gerrard([ 6 ] , p.446)は古典派の特徴として
労働市場に関する仮定の他に貨幣数凪説と貸付基金説とを揚げている。
そうなると貸付基金説と流動性選好説との関係が問われるが、 Tsiang([20])に従えば、貸付基
金説と流動性選好説とは同じものである。もしこれを認めるなら、貨幣に関する古典派とケインズ
との境界線は曖昧になってしまう。ここでは貨幣数凪説をもって古典派としておく。そうすると古
典派のモデルは次のようになる。
〈モデルーC〉：古典派
(1) v=F(x) +rG(y) 
(2) wz+a=F(x) 
(3) h (i) + b = G (y) 
(4) F'(x)=w 
(5) rG'(y) = w 
0) M=k(i)pv 
u Q(z)=w:Q'>O 
(1)--(5)式はモデル〈B〉と全く同じである。 Uり式は労働の供給関数を示す。式の数は 7個、未知数
はv,x, y, r, i, p, wの7個である。ここでは実質賃金率wが内生変数となっている点がピグー
のモデルと異なる。ここで7個の式を全微分すれば、 (12)式がえられる。ただし、 Uおよび eは次のよ
うに定義されている。
10 
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u'=(dv dx dy dr di dp dw), e'=(O -da db O O dM/k 0) 
(12) Acu= e 
上の式における Acは次の各要素からなる行列、そして x=k'/kである。
1 -F' -rG' -c ゜゜゜゜゜w ゜゜゜z ゜゜G' ゜-h' ゜゜゜F" ゜゜゜゜
-1 
゜゜rG" G' ゜゜
-1 
p ゜゜゜ゅv V 
。
。 Q' Q' ゜゜゜-1 
上の行列の行列式をAcとすれば、 (13)式が成り立つ。
(13) 1 c= vG'h'o<O、 ただしo=wQ'-1,りF"-zF"Q'(> 0) 
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ここでモデル《B》の場合と同様に、このモデルの性格を at/ajによって確かめよう。そのため
に計算上の便宜として a(p)、p(p)およびe(p)を次のように定める。結果は第3表にまとめられて
いる。
(14) a(p) = 
F' 
-F" 
Q'-pF" 
rG' 
rG" 
Q' 
G 
G'(>O) 
゜
05) /3 (p) = prF"G" -Q'(F" + rG") (> 0) 
(16) 0 (p) = KV (G')2 (Q'-F") + h'a (p) (< 0) 
第3表からわかることは、労働供給が実質賃金率の関数 ([A-rw])である限り、それが固定的で
あれ伸縮的であれ、古典派の二分法が成立するということである。その意味では、ピグーを古典派
としたケインズの指摘に誤りはない。しかし、もうひとつ問題が残っている。ここまでのモデルで
は投資乗数が働かないことはわかったが、これも [A-kV]と [A-rw]とが仮定されていることに
原因があるのだろうか。
11 
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第3表祝/ajの値：〈モデルーC〉
aa ab 
値 符号 値 符号 値
-a(l)/(G'B) ゜ ゜Q'/6 ＋ ゜ ゜(F"-Q') I a ゜ ゜-p(l)/(G'ct) ゜ ゜G'(F"-Q') I (h'<S) ＋ -1/ h' ＋ ゜
aM 
ap pfJ (1) / 4 C ＋ xp/h' ＋ 1/ (kv) 
aw F"Q'/o ゜ ゜
1. 消費関数と乗数：〈モデルーR〉
前節までに述べてきたピグーの消費関数は次の二つ仮定に基づいていた。
(i)賃金所得はすべて消費に支出される。
(ii)利潤所得の一部は消費に支出される（その支出の大きさがaであった）。
符号
＋ 
ところで、一般に認められた古典派の利子率決定の理論においては、利子率は貯蓄Sと投資Iが
均等になる点で決定される。そこではIもSも共に利子率の関数と見なされているが、いまここで
はSを
07) S=S(v, i) : as/av>O, as/ai>O 
と仮定してみよう。この関数はヒックス ([9])が「古典派」を特徴づけた三つの式の一つでもある。
ピグーの場合、消費需要は利子率とは独立に決まるものと考えられているが、もし貯蓄関数が07)
式のようであれば、対応して消費関数もまた実質所得と利子率との関数でなければならない。従っ
て、実質消費需要 Cは次の08)式で表されるものとしよう。
08) C=C(v, i) : aC/av = Cv>O, aC/ai = C;<O 
この式を(2)式のzwと置き換えるならば、消費財に関する新たな均衡式として
09) C (v, i) +a=F (x) 
がえられる。この式をモデル〈C〉のうちの(2)式の代わりに用いるなら、もう一つ別のモデルがで
きる。これを〈モデルーR〉としよう。これもまた「古典派」モデルの一つに違いないであろう。
モデル〈R〉の内生変数はモデル (C〉のそれと全く同じである。そこで〈C〉の場合と同じ手
続きによって解の存在を確かめる。 uおよびeは〈C〉の場合と同じとして、 02)式に対応する式は
12 
ピグー「失業の理論」を巡って（堀江） 329 
次のようになる。
(20) AHu=e 
ここにおけるARは次の各要素から成り立つ行列である。
1 -F' -rG' -G ゜゜゜Cv -F' ゜゜C; ゜゜゜゜G' ゜-h' ゜゜゜F" ゜゜゜゜-1 ゜゜rG" G' ゜゜-1 p ゜゜゜ゅv V 
。
。 Q' Q' ゜゜゜-1 
この行列の行列式をARとすると、次の(2U式によってARキ0であるから、このモデルには均衡解が
存在する。
(2り A.H = vn(l) (<O) 
ただし、 n(p)およびy(p)は次の(2)および(23)式によって与えられている。
(2) n(p) = C;(G')2(Q'-pF") + h'y(p) <O 
(23) 
? ? ?
＝?、 ??? ??
-F'-rG'-G 
-F'0 0 
-F" rG" G' 
=F'G'Q'+Cva(p) >O 
Q'-pF" Q'0 
以上の計算を基にしてふぃat/ajの値を求めよう。その結果は第4表に示されている。なお、符
号を見る場合にはえ Rがマイナスの値であることに注意する必要がある。第4表は、消費関数が投資
乗数に影轡を与えることを示している。具体的な例で言えば、もし利子率の上昇が消費を減少させ
るものならば、
av I ab= vC;a (1) / ,l.R > 0 
13 
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第4表ふぃ祝/ajの値
aa ab 
値 符号 値 符号
-vlz'a (1) ＋ VC;a (1) 
vG'lz'Q' -vc;G'Q' ＋ 
vG'h'(F"-Q') ＋ 四 G'(Q'-F")
-vh'/3 (1) ＋ vc,fi (1) 
V (G') 2 (F"-Q') 一 -vy(l) 
ph'a(l) -/JC;a (1) ＋ 
vF"G'h'Q' ＋ -vc,F'℃'Q' -----. --.......... 傘. .............. 
vF"G'lz' ＋ -vc;F"G' 
am 
値 符号
゜゜
゜゜
゜1/(kv) ＋ 
゜------------゜
が成立するから、投資の増加は雁用 (z) を増加させ、実質国民所得を上昇させることになる。
ここに至ってピグーが投資乗数を否定した根拠が明らかになった。それは [A-rw]、[A-kV]お
よび [A-zw]の仮定に基づくものであった、ということである。なお、仮定 [A-zw]は「Ci=O」
という仮定に変えてもよい。さらに言えば、第13節において示されるように、 [A-kV]という仮定
を省いてもピグーの結論に影響はない。
12. 貨幣賃金率と労働供給関数：〈モデルーN〉
ピグー自身が述べているように([15])、現実に決定されるのは実質貿金率ではなく貨幣賃金率で
ある。そこで試みに、モデル〈R〉の中で労働供給関数のみを変えて、
[A-W] 労働供給は貨幣賃金率の関数である
としてみよう。それが次の式である。これによってできる新しいモデルを〈モデルーN〉とする。
(24) Q (z) = wp 
このとき、 A、vを次の各要素から成り立つ行列とすれば、先のモデルにおける(20)式に対応して(25)式
が成立する。
1 -F' -rG' -G ゜゜゜Cv -F' ゜゜C; ゜゜゜゜G' ゜-It' ゜゜゜F" ゜゜゜゜-1 ゜゜rG" G' ゜゜-1 p ゜゜゜xpv V ゜゜Q' Q' ゜゜-w -p 14 
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(25) Asu=e 
Asの行列式をふとすると、ムは(26)式で与えられる。ただし、μ は切）式に示されている。
(26) lx=直 (p)+ wp [μxvG'+ rlz'F'G *— C;G'(CF" -F'G')] <O 
切）μ=(1-Cv) F'G'-CvF"G>O 
以下、 at/ajを求めることは前節までと同じであるが、ここでは特に t=x,yに限定して計算し
てみよう。その結果が(29)---(34)式に示されている。符号については明確でない式もあるが、投資の影
榔が現れることは確かである。
(28) ど=xv (G') 2 + rh'G * < 0 
(29) J .vax/ aa = wpど＋油'G'Q'<O
(30) J . ¥'ax/ ab= -wp心 *(C;―xvCv) - vC;Q'G' 
(3りムax/aM= w{ C;(G')2十1Cviz'G*}/k<O 
(32) J .,・ay I aa = lz'{ vG'(pF" -Q') -pw (F'G'+ F"G) } 
(3) J .,-ay/ab = wp[xv{ (l-Cv) F'G'-CvF"G} + C; (F'G'+ F"G)] + vC;G'(Q'-pF") 
(34) J.、・ayI alv! = kwlz'{ (1-Cv) F'G'-CvF"G} < 0 
ここで特に Ci=Oとしてみよう。この時、 (30)および(3)式より
A sax/ ab= xwrVG*Cvく0, A say/ab= KW V { (1-Cu) F'G'-CvF"G} <O 
がえられるから、 ax/abおよび ay/abは共にプラスの値になる。すなわち、 [A-W]の下では消費
が利子率と関係なく決定されるとしても投資の乗数効果は働くことがわかる。
13. 流動性選好説：《モデルーL》
最後に、もうひとつ確かめておきたいことがある。再び古典派労働供給関数を仮定し、貨幣数斌
説の代わりに流動性選好説を仮定した場合にはどのような結論が羽かれるか。貨幣数屈説の下では、
投資乗数が有効かどうかは消費関数の型に依存したが、流動性選好説の下ではどうであろうか。
この問題を考えるためには、モデル《R〉の体系のうちで(10)式のみを次に示す(35)式に変えればよ
い。こうして作られた新しいモデルを〈モデルーL〉としよう。モデル〈L〉と〈R〉とは未知数
も全く同じである。
15 
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〈モデルーL〉
(1) v = F(x) +rG(y) 
(19) C (v, i) +a=F(x) 
(3) h (i) + b = G (y) 
(4) F'(x)=w 
(5) rG'(y)=w 
(35) M =枷+L(i) : L'<O 
UU Q(z) =w 
そこで02)または(20)式に対応する式を作るならば、
(36) Alu= e 
となる。 ALは次のような要素からなる行列である。
1 -F' -rG' -G ゜゜゜Cv -F' ゜゜C; ゜゜゜゜G' ゜-h' ゜゜゜F" ゜゜゜゜-1 ゜゜
rG,, G' ゜゜-1 p ゜゜゜L'/k V ゜゜Q' Q' ゜゜゜-1 
上の行列の行列式をんとすれば'(37)式が成立する。
(37) ふ=v{ Ci(G')2(Q'-F") + h'J (1)} <O 
このモデルの特徴として、まず一つわかることは、 t=v,x, y, r, i, wについて
(38) at/aM =O 
が成立することである。すなわち、貨幣は物価以外の実物変数には影蓉を与えない、という意味で
古典派的二分法が成立する。言い換えれば、古典派二分法を成立させるのは貨幣数凪説 ([A-kV])
ではなくて、労働供給が実質賃金率の関数であるという仮定 ([A-rw])である。
16 
ピグー「失業の理論」を巡って（堀江） 333 
次に、乗数理論の成否を確かめてみよう。そのためには次の 4個の式の符号を見ればよい。
(39) ax/aa= vh'G'Q'I J.1.>0 
(40) ax/ab= -vG'Q℃Jふく0
(40 ay I aa = vh'G'(F" -Q') I J.1.< o 
(42) ay I ab = vG℃ ; (Q'-F") I J.1. > O 
これらの式からわかるように、投資の乗数効果が働くかどうかは消費関数が利子率に反応するか
どうかに依存する。このことと前節までの結果とを合わせて考えるなら、次のようにまとめること
ができる。
仮定 [A-rw]の下では、消費が利子率の関数でない限り、投資乗数はゼロである。
仮定 [A-W]の下では、消費が利子率の関数であるか否かに関係なく、投資は乗数効果をもたら
す。
14. おわりに
このところ、と言っても特に1990年代になって、ピグーのマクロ経済学 (PigovianMa-
croeconomics… [13], p.52)が改めて顧みられているようである。その端緒は恐らくAslanbeigui
(1992)であろう。この論文はケインズに対する批判において、あるいはピグーの擁護という点で
刺激的である。ピグーがケインズによって不当に評価されているのであれば復権されなければなら
ない。
しかし、私の見るところ、どちらかに論理的な誤りがあると言うよりも両者の違いはモデルの諸
前提の違いに帰着する。残る問題は何かと言えば、モデルと現実との整合性、あるいはモデルの現
実妥当性、ということになるだろう。
ところで、「失業の理論」に戻るならば、ピグーにおいては失業はどのような場合に生じるのであ
ろうか。
With perfectly free cempetition among work-poeple and labour perfectly mobile, the 
nature of the relation will be very simple. There will always be at work a strong tendency 
for wage-rates to be so related to demand that everybody is employed. Hence, in stable 
conditions every one will actually be employed. ([15], p.252) 
ここで述べられているように、もし完全雇用が達成されるように賃金率が調整されるものであれ
ば問題はない。しかし、 Cottrell[ 3 ]の解釈によれば、第 1図に描かれた水平直線ABは労働者に
とっての最低実質賃金率であるから、これより低い賃金率は受け容れられないはずであり、ここで
17 
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賃金率は下方硬直的であるはずである。そうなれば失業は解消できない。
実際、ピグーも上の引用文に続けて失業の原因を二つ掲げているが、その一つとして「摩擦的抵
抗 (frictionalresistances)」のために適切な賃金率調賂が速やかに行われないことを述べている。
もう一つの原因は需要状態の連続的変化である。
付録：ケインズ型モデル
ケインズ・モデルの2部門による解釈については別の機会に考察したことがあるが (Horie,T., 
Macro-eonomic Models and Keynes-Until the 1960s-, Kansai University Review of Eeo-
nomics and Business, Vol. 26, pp. 71-86, 1998)、そこでは独立的な消費や投資は考慮されていな
い。そこで、改めてケインズ的なモデルを作成するならば、モデルは
(I)、09)、(3)、(4)、(5)、(35)、および(24)
によって構成されることになるだろう。ただし、 (19)式においてC;=Oとする。
その結果、未知数はモデル〈L〉と同じになり、 uおよびeも〈L〉の場合と同じとして
(36) Au=e 
がえられる。ただし、 Aは次のような要素からなる行列である。
1 -F' -rG' -G ゜゜゜Cv -F' ゜゜゜゜゜゜゜G' ゜-h' ゜゜゜F" ゜゜゜゜-1 ゜゜rG" G' ゜゜-1 p ゜゜゜L'/k V ゜゜Q' Q' ゜゜-w -p 
上の行列の行列式を入とすれば、入は次の式を満たす。
(37) J. =vh'y(p)+w[prh'F'G*十L'{F'G'(I-Cu)-CvF"G}/ k] (<O) 
さらに、特に乗数に関係のある計算結果をいくつか示しておこう。
(38) J. ax/aa=w{L'(G')2/k+prh'G*}+vh'G'Q'(<O) 
(39) ぇay/ab= wL'{F'G'(l-Cv)-CvF"G}/k(<O) 
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(40) J av/ aa= wG'L'(F'G'+ F"G) I k-viz'a (p) 
(41) J av/ ab= rwL'F'G* I I? (< 0) 
(42) J av I aM = nvh'F'G* I I? (< 0) 
以上によって明らかなように、たとえ消費が利子率とは独立ではあっても投資財需要の独立的な
変化は実質国民所得 (V)にプラスの影牌を与える。ここに仮定 [A-rw]と仮定 [A-W]との顕著
な違いが見られる。なお、ケインズにより忠実なモデルとするには「Q'=O」と仮定した方がよいか
もしれない。
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